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雨水浸透阻害行為の許可申請等について

資料－２
特定都市河川制度に関する説明会（R6.7）



○雨水浸透阻害行為の許可制度について

特定都市河川浸水被害対策法第30条、同法施行令第８条

特定都市河川流域内の宅地等以外の土地において、次に掲げる行為であっ
て、面積1,000ｍ2以上の雨水の浸透を著しく妨げるおそれのある行為を行う
者は、あらかじめ、市長（中核市）の許可を受けなければならない。

(1) 宅地等にするために行う土地の形質の変更
(2) 土地の舗装(コンクリート等の不浸透性の材料で土地を覆うことをいう。)
(3) 土地からの流出雨水量(地下に浸透しないで他の土地へ流出する雨水の

量をいう。)を増加させるおそれのある行為で次に掲げるもの。

ア ゴルフ場、運動場その他これらに類する施設(雨水を排除するため
の排水施設を伴うものに限る。)を新設し、又は増設する行為

イ ローラーその他これに類する建設機械を用いて土地を締め固める行
為(既に締め固められている土地において行われる行為を除く。)

特定都市河川に指定された流域内で、開発等により雨水の浸透を著し
く妨げるおそれのある行為（＝雨水浸透阻害行為）を面積1,000 ㎡以
上行う場合は、市長の許可が必要になります。
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現況（行為前）の土地利用区分を整理し、行為によってその土地から流れ出る
雨水の量が増加する行為（雨水浸透阻害行為）にあたる面積が1,000 ㎡以上ある
のか算定する必要があります。

○許可が必要か否かについて

※流出係数とは、地下に浸透や蒸発せずに排水される雨水の比率を表したもの。

許可対象となる雨水浸透阻害行為
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○雨水浸透阻害行為の許可を要しない行為
特定都市河川浸水被害対策法第30条、同法施行令第７条

１ 通常の管理行為、軽易な行為
(1) 主として農地又は林地を保全する目的で行う行為
(2) 既に舗装されている土地において行われる行為
(3) 仮設の建築物等（建築物その他の工作物をいう。）の建築その他の土地

の一時的な利用に供する目的で行う行為
２ 非常災害のために必要な応急措置として行う行為

(1) 災害直後において緊急かつ応急的に行われる一時的な仮復旧
(2) 時間的・地形的に合理性の観点から緊急かつ応急的に行われる本復旧

○指定時点で既に着手している行為の取扱い
解説・特定都市河川浸水被害対策法施行に関するガイドラインＰ６－13

特定都市河川指定時点で次のいずれかに該当する行為は、雨水浸透阻害行為
の許可を要しない。
１ 既に工事に着手している行為
２ 都市計画法第29 条に規定する開発行為の許可を要する行為で、既に当該

許可を受けているもの
３ 事業採択されている等、既に事業化されている行為
４ 都市計画事業、土地区画整理事業、市街地再開発事業として行う行為で、

既に当該事業の施行に係る認可を受けているもの。
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○許可の基準について

特定都市河川浸水被害対策法第32条、同法施行令第９条、同法省令第20条

当該行為区域における雨水浸透阻害行為による流出雨水量の増加を抑制するた
め、当該行為区域で基準降雨の強度（10年につき１回の割合で発生するもので、
市長が定め公示する。）の降雨が生じた場合においても、行為後の流出雨水量の
最大値が、行為前の流出雨水量の最大値を上回らないように必要な措置が講じら
れたものであり、かつ、その申請の手続がこの法律又はこの法律に基づく命令の
規定に違反していないと認めるときは、その許可をしなければならない。

許可を受けるためには、行為後の流出雨水量の最大値を、行為前の値
まで抑制するための対策工事（雨水貯留浸透施設の設置）が必要となり
ます。

雨水の流出抑制イメージ
雨水浸透阻害行為により雨水流出量
が増加する分を対策工事により抑制
し、行為前の流出量と同じにする。

６



雨水貯留浸透施設の例
※必要となる対策は、地質等の条件により異なります。

現地の条件にあった適切な対策を行う必要があります。

※国土交通省水管理・国土保全局HPより
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○雨水貯留浸透施設の検討
・必要な貯留規模の算定においては、市ＨＰのダウンロードのリンクより

調整池容量計算システム（Excel版）をダウンロードし活用してください。

・土地利用別の行為前・行為後面積などを入力することで、必要な貯留規模
が算定でき、許可申請書類の作成にも役立ちます。

必要事項
を入力
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○必要な貯留量の概算（早見表：1.0ha当たりの必要対策量）

例えば、行為前の平均流出係数が０．４、行為後の平均流出係数が０．９
だった場合、下表に当てはめ、貯留対策量を読み取ると1.0ha 当たりの必要な
貯水量は210m3となります。

（注意）実際の対策規模は設置する貯水
池の面積や水深、オリフィスの形状に合
わせて計算を行う必要があります。
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○申請手続きの手順
雨水浸透阻害行為に対する

対策工事として雨水貯留浸透
施設を設置する場合、右のフ
ローのとおり、事前相談、審
査の手順を踏むことになりま
す。

詳しくは、市ＨＰに掲載し
ている、「特定都市河川浸水
被害対策法における雨水浸透
阻害行為の許可申請ガイド
（案）」をご覧ください。
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【相談窓口】

秋田市建設部道路建設課河川担当

電話０１８－８８８－５７４９



https://www.city.akita.lg.jp/shisei/
machizukuri/1011486/1011222/1041
856.html

特定都市河川｜秋田市公式サイト

・特定都市河川浸水被害対策法における
雨水浸透阻害行為の許可申請ガイド（案）

・申請様式

・調整池容量計算システム（国交省HPリンク）
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ご静聴ありがとうございました。

雨水浸透阻害行為の許可は、開発行為などの雨水浸透阻害行
為を禁止するものではなく、雨水浸透阻害行為により雨水が地
面に浸透しなくなる分について、流出を抑制する対策を求める
ものです。

○最後に
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流域に関わるあらゆる関係者が協働して水災害対策を行う
「流域治水」にご理解とご協力いただきますようお願いします。


